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�愛媛県告示第１７７５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに新居浜市役所において告示の日から４

月間縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン新居浜 新居浜市新須賀町二
丁目５５５番１

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか２６
者

株式会社フジほか２２
者

平成１８年
５月３１日
ほか

平成１８年
１２月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１７７６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに西条市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

発 行 愛 媛 県
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大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン西条 西条市新田字北新田
２３５

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

平成１８年
１２月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか１０
者

株式会社フジほか１３
者

平成１４年
９月２８日
ほか

フジ西条玉津店 西条市玉津５６４番１
大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか５
者

株式会社フジほか４
者

平成１７年
３月３１日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１７７７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに四国中央市役所において告示の日から

４月間縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン川之江 四国中央市妻鳥町１１
３６番地１外

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか２３
者

株式会社フジほか２２
者

平成１５年
６月３０日
ほか

平成１８年
１２月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに四国中央市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１７７８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

愛 媛 県 報平成１８年１２月２２日 第１８２３号

１０５８
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準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ北斎院 松山市北斎院町６９８－
１外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

平成１８年
１２月１２日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか４
者

株式会社フジほか３
者

平成１７年
１月２１日
ほか

パルティ・フジ姫原 松山市姫原二丁目甲
３５４外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか９
者

株式会社フジほか７
者

平成１４年
６月３０日
ほか

パルティ・フジ垣生 松山市西垣生町２０７番
２外

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか９
者

株式会社フジほか７
者

平成１７年
５月３１日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１７７９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに砥部町役場において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ砥部 伊予郡砥部町重光２３
９

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

平成１８年
１２月１２日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか７
者

株式会社フジほか８
者

平成１５年
６月３０日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

愛 媛 県 報平成１８年１２月２２日 第１８２３号

１０５９
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なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに砥部町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１７８０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン今治 今治市東門町五丁目
８４０番１１７外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社フジ
代表取締役
時任紀邦

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

平成１７年
９月１日

平成１８年
１２月１２日

株式会社フジ
代表取締役
高橋吉昭

株式会社フジ
代表取締役
尾�英雄

平成１８年
７月２４日

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

株式会社フジほか３０
者

株式会社フジほか２９
者

平成１６年
８月２２日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労

政課並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１７８１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産

業経済部商工労政課並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン新居浜 新居浜市新須賀町二
丁目５５５番１外

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 １０箇所 １１箇所 平成１８年

１２月５日
平成１８年
１２月４日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

愛 媛 県 報平成１８年１２月２２日 第１８２３号

１０６０
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�愛媛県告示第１７８２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

今治市玉川町龍岡下字小川丁１１７の２（国有林）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１７８３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

八幡浜市五反田２番耕地１１０７の２、２番耕地１１０８の２、２番耕

地１１１２の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

農道用地とするため

�������
�愛媛県告示第１７８４号
東温市北野田土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事

業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・大地地区）の施行

は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

大地地区）計画書の写し

� 東温市北野田土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年１２月２５日から平成１９年１月２６日まで

３ 縦覧場所

東温市役所

�������
�愛媛県告示第１７８５号
東温市牛渕上井手土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・太郎丸地区）

の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１

９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

太郎丸地区）計画書の写し

� 東温市牛渕上井手土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年１２月２５日から平成１９年１月２６日まで

３ 縦覧場所

東温市役所

�������
�愛媛県告示第１７８６号
東温市西岡土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・池ノ下地区）の施行

は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次

のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

池ノ下地区）計画書の写し

� 東温市西岡土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１８年１２月２５日から平成１９年１月２６日まで

３ 縦覧場所

東温市役所

�������
�愛媛県告示第１７８７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

小松町第四土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成１８年１２月２２日 第１８２３号

１０６１
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退 任
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�愛媛県告示第１７８８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

津島町中央土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１７８９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１６項の規定により、南予用水土地改良区連合から次のと

おり役員が退任した旨の届出があった。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�愛媛県告示第１７９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 浅 野 修 一 宇和島市吉田町大字立間尻甲４２８－１番
地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 武 田 貞 康 宇和島市津島町下畑地甲１０７１

〃 木 田 道 隆 宇和島市津島町浦知４１５－１

〃 山 本 司 宇和島市津島町下畑地甲１５１０

〃 坂 本 順 作 宇和島市津島町岩松１９０５

〃 山 本 俊 幸 宇和島市津島町近家甲１１１２－７

〃 毛 利 守 雄 宇和島市津島町下畑地甲１７８２

〃 梅 村 正 秀 宇和島市津島町北灘甲７５８

〃 藤 岡 謙一郎 宇和島市津島町上畑地甲３２７

〃 西 山 吉 和 宇和島市吉田町立間１－１９４９

監 事 魚 崎 泰 郎 宇和島市津島町北灘乙１９１２

〃 松 本 武 雄 宇和島市津島町山財６５２５

〃 山 本 浩 康 宇和島市津島町下畑地甲１５１０

〃 山 本 俊 幸 宇和島市津島町近家甲１１１２－７

〃 坂 本 順 作 宇和島市津島町岩松１９０５

〃 毛 利 守 雄 宇和島市津島町下畑地甲１７８２

〃 梅 村 正 秀 宇和島市津島町北灘甲７５８

〃 藤 岡 謙一郎 宇和島市津島町上畑地甲３２７

〃 魚 崎 泰 郎 宇和島市津島町北灘乙１９１２

〃 西 山 吉 和 宇和島市吉田町立間１－１９４９

監 事 松 本 武 雄 宇和島市津島町山財６５２５

〃 武 田 貞 康 宇和島市津島町下畑地甲１０７１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 十 亀 義 雄 西条市小松町新屋敷甲７５５番地

〃 塩 出 喜久馬 西条市小松町新屋敷甲６９０番地

〃 原 田 主 税 西条市小松町新屋敷甲３１番地第２

〃 野 嶋 克 哉 西条市小松町新屋敷甲４５９番地

〃 村 上 昭 義 西条市小松町新屋敷甲５７番地

〃 黒 川 博 之 西条市氷見乙１１６５番地１

〃 桑 原 好 男 西条市小松町新屋敷甲５６７番地３

〃 平 井 数 馬 西条市小松町新屋敷甲６２６番地１

〃 岡 本 明 一 西条市今在家３６６番地３

〃 首 藤 誠 之 西条市玉之江１４８番地２

〃 青 山 俊 英 西条市小松町新屋敷甲１７８９番地

監 事 一 色 廣 幸 西条市小松町新屋敷甲１０８番地２

〃 高 橋 宏 幸 西条市氷見乙１４８０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 十 亀 義 雄 西条市小松町新屋敷甲７５５番地

〃 原 田 主 税 西条市小松町新屋敷甲３１番地第２

〃 塩 出 喜久馬 西条市小松町新屋敷甲６９０番地

〃 村 上 昭 義 西条市小松町新屋敷甲５７番地

〃 野 嶋 克 哉 西条市小松町新屋敷甲４５９番地

〃 高 橋 篤 西条市小松町新屋敷甲２５３１番地１

〃 日 野 豊 俊 西条市小松町新屋敷甲５７２番地２

〃 日 野 雄 � 西条市小松町新屋敷甲５７２番地

〃 久 米 清 敬 西条市広江３９３番地

〃 高 橋 宏 幸 西条市氷見乙１４８０番地

〃 首 藤 利 雄 西条市玉之江５６７番地１

監 事 近 藤 直 意 西条市小松町新屋敷甲５１番地

〃 黒 川 博 之 西条市氷見乙１１６５番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 木 田 道 隆 宇和島市津島町浦知４１５－１

愛 媛 県 報平成１８年１２月２２日 第１８２３号
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�愛媛県告示第１７９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山北条線
松山市客甲８２番３から

同市客甲６６番１４まで

旧 ５．２～１５．４ ０．０７７

新 １２．０～１５．８ ０．０７７

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町小山７３番２から

同町小山６９６番６まで

旧 ５．０～２０．５ ０．０７５

新 １１．５～２２．０ ０．０７５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町小山７３番２から

同町小山６９６番６まで
平成１８年１２月２２日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市河辺町三嶋６８４番２から

同町三嶋１７８２番２まで
平成１８年１２月２２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中島環状線
松山市神浦２６７３番６から

同市神浦３５１９番６まで

旧 １４．０～１６．０ ０．０４２

新 １５．０～２７．４ ０．０４２

愛 媛 県 報平成１８年１２月２２日 第１８２３号
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�愛媛県告示第１７９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１７９６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
松山市神浦３５９９番３から

同市神浦３６０１番３まで

旧 ９．０～１４．６ ０．１２２

新 １４．４～３２．０ ０．１２２

〃 〃 松山市宇和間乙２７７番７

旧 １１．２～１３．４ ０．０３２

新 １３．２～２４．０ ０．０３２

〃 〃 松山市中島粟井丁２３番８

旧 １１．０～１５．０ ０．０３４

新 １１．０～３０．０ ０．０３４

〃 〃
松山市中島大浦４７００番３８から

同市中島大浦４７００番３７まで

旧 １２．４～４１．０ ０．１０６

新 ３１．０～６０．４ ０．１０６

〃 〃 松山市中島大浦４６３４番６

旧 １２．０～３２．０ ０．０６２

新 ３２．０～６４．２ ０．０６２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中島環状線
松山市神浦２６７３番６から

同市神浦３５１９番６まで
平成１８年１２月２２日

〃 〃
松山市神浦３５９９番３から

同市神浦３６０１番３まで
〃

〃 〃 松山市宇和間乙２７７番７ 〃

〃 〃 松山市中島粟井丁２３番８ 〃

〃 〃
松山市中島大浦４７００番３８から

同市中島大浦４７００番３７まで
〃

〃 〃 松山市中島大浦４６３４番６ 〃

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１８松局建（開）第４４号

平成１８年１２月１３日
東温市樋口字前川甲１３８９番１、甲１３９０番１及び甲１３９１番１

東温市樋口１１９３番地
田 中 英 世

東温市樋口１１８６番地
恒 岡 定 俊

東温市樋口１１９８番地
恒 岡 勝 城
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公安委員会規則

�愛媛県告示第１７９７号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１８年１２月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

伊予市灘町３２５番４

２ 申請人の住所氏名

松山市西石井六丁目５番７号

有限会社ホットハウス 代表取締役 阿達 廣子

３ 図面省略

�愛媛県公安委員会規則第１１号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１８年１２月２２日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公安委員会にする申請等）

第１条 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）、

道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「令」という。）、

道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「施行規則」

という。）及びこの規則の規定により愛媛県公安員会（以下「公

安委員会」という。）に申請、届出その他の手続をしようとする

者は、次に掲げるもの及び別に定めがあるものを除き、その者の

住所地を管轄する警察署（法第９４条第１項に規定する免許証の記

載事項の変更の届出にあつては、その者の住所地を管轄する警察

署の交番及び駐在所を含む。）を経由することができる。ただし、

法第８９条第１項に規定する免許の申請（法第９７条の２第１項又は

第３項の規定により法第９７条第１項第２号及び第３号に規定する

運転免許試験が免除されるものに限る。）、法第１０１条第１項に規

定する免許証の更新申請書の提出、法第１０１条の２第１項に規定

する更新期間前における免許証の更新の申請、法第１０４条の４第

１項に規定する免許の取消しの申請、同条第５項に規定する運転

経歴証明書の交付申請及び施行規則第１８条の５に規定する限定解

除審査の申請にあつては、喜多郡内子町に住所地を有する者は大

洲警察署内子交番を、西予市野村町又は同市城川町に住所地を有

する者は西予警察署野村交番を、北宇和郡松野町又は同郡鬼北町

に住所地を有する者は宇和島警察署鬼北交番を経由することがで

きる。

� 省略

�の２ 法第９３条の２の規定により免許証に記載され、又は表示

されるものの一部を電磁的方法により記録した免許証（以下「Ｉ

Ｃカード免許証」という。）に係る法第９４条第１項に規定する

免許証の記載事項の変更の届出（住所変更に係るものを除く。）

� 省略

� 法第１０１条第１項に規定する免許証の更新の申請（ＩＣカー

ド免許証でない免許証については、松山東警察署等の管轄区域

に住所地を有する者に限る。）

� 法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前における免許証

の更新の申請（ＩＣカード免許証でない免許証については、松

山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

�～� 省略

（公安委員会にする申請等）

第１条 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）、

道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「令」という。）、

道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「施行規則」

という。）及びこの規則の規定により愛媛県公安員会（以下「公

安委員会」という。）に申請、届出その他の手続をしようとする

者は、次に掲げるもの及び別に定めがあるものを除き、その者の

住所地を管轄する警察署（法第９４条第１項の運転免許証 の記

載事項の変更の届出にあつては、その者の住所地を管轄する警察

署の交番及び駐在所を含む。）を経由することができる。ただし、

法第８９条第１項に規定する免許の申請（法第９７条の２第１項又は

第３項の規定により法第９７条第１項第２号及び第３号に規定する

運転免許試験が免除されるものに限る。）、法第１０１条第１項に規

定する免許証の更新申請書の提出、法第１０１条の２第１項に規定

する更新期間前における免許証の更新の申請、法第１０４条の４第

１項に規定する免許の取消しの申請、同条第５項に規定する運転

経歴証明書の交付申請及び施行規則第１８条の５に規定する限定解

除審査の申請にあつては、喜多郡内子町に住所地を有する者は大

洲警察署内子交番を、西予市野村町又は同市城川町に住所地を有

する者は西予警察署野村交番を、北宇和郡松野町又は同郡鬼北町

に住所地を有する者は宇和島警察署鬼北交番を経由することがで

きる。

� 省略

� 省略

� 法第１０１条第１項に規定する免許証の更新の申請（

松山東警察署等の管轄区域

に住所地を有する者に限る。）

� 法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前における免許証

の更新の申請（ 松

山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

�～� 省略
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第５１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９９条第１項の規定による解職

の請求の要件となるべき選挙権を有する者の数は、次のとおりであ

る。

平成１８年１２月２２日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

１ 選挙権を有する者の総数 １８，９７５

２ 選挙権を有する者の総数の３分の１の数 ６，３２５

２ 省略

３ 次の各号に掲げる申請（松山東警察署等以外の警察署を経由し

て提出する申請にあつては、免許証の更新と再交付を同時に行う

申請及び法第１０３条第１項の規定による免許の効力が停止されて

いる場合における免許証の更新の申請を除く。）又は届出（ＩＣ

カード免許証に係る申請及び届出を除く。）をしようとする者は、

第１項の規定によるほか、松山東警察署等以外の警察署又は大洲

警察署内子交番、西予警察署野村交番若しくは宇和島警察署鬼北

交番（以下「内子交番等」という。）を経由することができる。

� 省略

� 法第９４条第１項に規定する免許証の記載事項の変更の届出

（優良運転者が法第１０１条第１項又は第１０１条の２第１項に規定

する免許証の更新の申請をする場合に限る。）

� 省略

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる警

察署の管轄区域に住所地を有する者は、ＩＣカード免許証につい

て、法第９４条第１項に規定する免許証の記載事項の変更の届出、

法第１０１条第１項に規定する免許証の更新の申請又は法第１０１条の

２第１項に規定する更新期間前における免許証の更新の申請をし

ようとするときは、同表の右欄に掲げる警察署を経由することが

できる。

２ 省略

３ 次の各号に掲げる申請（松山東警察署等以外の警察署を経由し

て提出する申請にあつては、免許証の更新と再交付を同時に行う

申請及び法第１０３条第１項の規定による免許の効力が停止されて

いる場合における免許証の更新の申請を除く。）又は届出

をしようとする者は、

第１項の規定によるほか、松山東警察署等以外の警察署又は大洲

警察署内子交番、西予警察署野村交番若しくは宇和島警察署鬼北

交番（以下「内子交番等」という。）を経由することができる。

� 省略

� 法第９４条第１項の 免許証の記載事項の変更の届出

（優良運転者が法第１０１条第１項又は第１０１条の２第１項に規定

する免許証の更新の申請をする場合に限る。）

� 省略

住所地を管轄する警察署 経由警察署

四国中央警察署、新居浜警察署、西条警察署 新居浜警察署

西条西警察署、今治警察署、伯方警察署 今治警察署

大洲警察署、八幡浜警察署、西予警察署 八幡浜警察署

宇和島警察署、愛南警察署 宇和島警察署

附 則

この規則は、平成１９年１月４日から施行する。

平成１８年１２月２２日 発行
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